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　　　　　　　　　　　　　　年金数理（問題）

問題1．次の（1）～（10）について、それぞれ5つの選択肢から正しいものを選んでその記

　号を、（l1）、（12）については算式を解答用紙の所定欄に記入せよ。　（36点）

（1）A，B，Cを脱退の事由とする3重脱退残存表がある。それぞれの原因による脱退は

　独立に発生し、かつそれぞれの脱退は1年を通じて一様に発生するとする。3重脱退

　残存表の数値から得られるそれぞれの原因によるπ歳の脱退率をgご，g3，gξとする。

　脱退の原因がA，B，Cそれぞれ単独の場合のそれぞれの場合の脱退残存表における

　π歳の脱退率をそれぞれgゴ，g㌘，gξ．とするとき、〆をgざ，げ，gξヰを用いて表した

　ときの算式で正しいのはどれか。

（A）・ご・・ざ・／1一（1／2）・（・㌘イ）・（1／2）・・㌘・州

（B）小。ζ｝・／1一（1／2）・（9㌘ぜ）十（1／3）・・㌘・刈

（C）・ζ・小11一（1／・）・（・㌘イ）・（1／・）・ゲ州

（D）・ζ・・川1一（l／3）・（・させ）・（1／3）・・ざ・創

（・）。ζ・小／1一（1／・）・（・させ）・（1／・）・・ざ州

（2）ある年金制度を新たに発足させ、加入資格のある者の過去勤務期間を通算する取扱と

　したので発足時過去勤務債務は100であった。設立初年度の年度末に一律20％の給付

　改善を行った。この制度変更を反映した上で、この年金制度の初年度財政決算を行っ

　た場合の、過去勤務債務額は次のどの億に最も近いか。ただし、この年金制度の財政

　運営および初年度実績は以下のとおりであり、下記説明された以外の要因による後発

　債務の発生および制度変更による後発債務の発生以外の後発債務は生じなかったもの

　とする。

　・予定利率3％、・実際運用利回り2％、・支払給付（年度初支払）10、

　・期末年金受給権者1無し、・標準保険料収入（年度初収納）15、

　・特別保険料収入（年度初収納）25、・財政方式1加入年齢方式、

　・設立時以外の新規加入者は無く、保険料と給付は年1回年度初に発生する。

　・制度変更後の標準保険料率は従前の1．2倍とする。

　（A）97．40　　（B）98．15　　（C）98－18　　　（D）98－43　　　（E）99．18

（3）次の算式のうち誤っているものの記号を選べ。

（A）δエレ・δ工一～（B）～・δデ～（C）δデδ工・δγ一㌦（D）δ凹・δ1＋δジ2‘δ。

　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　（E）δ，二δ工・ぺ～

　　　石
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（4）ある年金制度の設立時過去勤務債務額σ。をAとBの方法で償却することを考えた。

　次の前提で制度が推移したとき、設立後の第5回目の過去勤務債務償却保険料を拠出

　した直後の方法Aに拠った場合の過去勤務債務残高の、方法Bに拠った場合の同時点

　の過去勤務債務残高に対する倍率として最も近いのはどれか。

　・被保険者数は設立時がZ。人で、毎期初人員数は前期初人員数から4．0％ずつ減少する。

　・後発債務の発生はなく、未償却過去勤務債務額は予定利率の年5．0％で増加する。

　・方法A：σo　x0．20÷ム。の定額を年1回期初に一人あたり特別保険料とし、保険料拠

　　　　出時の在籍被保険者ム、人が負担す乱（ここにCはC〉0の整数であ乱）

　・方法B：毎年初現在の未償却過去勤務債務額（当該年度の償却前）の35％相当額を年1

　　　　回期初に拠出する。

　（A）O．90倍　（B）1．05倍　　（C）1．20倍　　（D）1．35倍　　（E）1．50倍

（5）定年退職者のみに対し、定年年齢κ、歳時より単位年金額の終身年金を支払う年金制度

　（以下、年金数理の問題において「Tmwbridgeモデルの年金制度」という。）において、

　財政方式を加入時積立方式によるものとすれば、定常状態における積立金∫”Fを表す

　算式は次のうちどれか。ただしωは生命表の最終年齢、x。は新規加入年齢、’工は生命

　表における人数、’二「〕は脱退残存表における人数である。

　　　　　　ω　　　　　エバl　　D　・δ　　　　　　　　　　ω　　　　　工・一1　　　D　・δ
　（A）年：Σ4久十ΣJ二「）（㍉外）　（B）年一Σ4δ工十Σ’二τ）（ル　抑）
　　　　　工叫　　　カ，㍉　　　Dエ　　　　　　エ・㍉　　　工一㌔・l　　D工

　　　　　　ω　　　　　工・　　　D　・δ　　　　　　　　　　　砲　　　　　工・’1　　D　・δ
（C）”F＝ ﾕ久十三4）（云斗）（D）”F＝卦久十ぷ㌘〕（㌻料）

　　　　　　ω　　　　　　エチ1　　　D　・δ
　（E）ルF一Σ4δ工十Σz三丁）（外　㍉）

　　　　　　　　　　　　　　　D　　　　　工＝五十1　　　　　　　　工＝工　　　　　　　　　　　五

（6）予定利率ゴおよびゴ（ここに1＞ノ）に基づく1o

　年確定年金現価率、15年確定年金現価率、60

　歳、70歳および75歳の基数DおよびMが右

　表のとおり与えられている。

　　ある会社が60歳退職者の退職一時金に’替

　えて予定利率’を前提とした1O年確定年金現

　価率で退職一時金を除した年金額を10年保証

　終身年金として支払うこととしていた。この

予定利率 j ノ

■○呵

7．74214 8．46089

一班1
lO．30992 11．71723

D　60 13033．1907355　　，

M　60
67，131．7023685 208，261．1269570

D　70
1，836．8047267 7，O13．1072548

M　70 17678．1035934　　， 77110．1411764　　，

D。。
1，215．9929223

M　　フ5
45906．7353643　　，

会社が、年金額の決定は退職一時金を予定利率ノを前提とした15年確定年金現価率

で除した額とし、給付は15年保証終身年金に変更した。この会社の変更後の60歳時

の予定利率ノによる15年保証終身年金現価額は、変更前の予定利率1による10年保

証終身年金現価額の何倍になるか。値の最も近いものの記号を選べ。

（A）0．66倍　（B）O．74倍（C）0．89倍（D）O－92倍　（E）O．95倍

一71一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金数理………II’3

　　　　　　　　　ゴ
（7）極限方程式C＋一・F＝3が成立している年金制度がある。（ここに、ゴは予定利率、
　　　　　　　　1＋’

Fは積立金である。）給付3および保険料Cは年1回期切払いであり、ある年度の実績

利回りがノ（ここにOくノ〈1）であったためその年度末の積立金残高はFより少なくなっ

た。制度の運営者はFを回復させようと、その翌年度の給付額を3より△だけ少なく

給付することにした。この結果、期末にはFを回復できた。この年度の利回りは予定

どおりの’であったとして、この年度に給付を削減した△を表す算式の記号を選べ。

　　　　　　　　　　　　　　　j　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
（A）△＝（3－C）・（1＋ノ）一F・（ノー一）　（B）△＝（B－C）・（1＋ノ）一F・（ノ十一）

　　　　　　　　　　　　　　1＋’　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋’

　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j
（C）△コ（3－C）．（2＋ノ）＿F・（ノー一）　（D）△＝（3－C）．（2＋ノ）一F・（ノ十一）

　　　　　　　　　　　　　　　1＋ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　ノ
（E）　△＝（3－C）・（1＋ノ）一F・（’十一）

　　　　　　　　　　　　　　1＋’

（8）ある年金制度では、各年齢の被保険者数’工および給与総額Bが定常状態にあるものと

　仮定し、計算基準日以降の脱退および昇給が予定基礎率どおりに推移するとした場合

　に、その被保険者数および給与総額が計算基準日時点と同じになるように毎年の新規

　被保険者数およびその給与を見込んでいる。このとき、新規被保険者一人あたりの給

　今を表す算式として正しいものの記号を選べ。ただし、この年金制度の被保険者総数

　をzとし、給与指数をろ工、新規被保険者の加入年齢をx。、定年年齢をx、とす乱

　　　　　　工。一1　　　　　　　　　　　　　　エバ1　　　　　　　　　　　　与一I　　　　　　　　　　　　　　　工’I

　　　、㌧廿　　、乏へ亭　　、～（い工）　。三（い工）
（A）τ・㍉一1　（B）τx㌔一1　（C）7xい　い（D）τxい

　　　　Σ（ろ工・4工）　　　Σ（久・4工）　　　（Σ4）・（Σ4工）　　　へ・Σ4主

　　　　炬工‘　　　　　　　　　　　　　　　工：工‘　　　　　　　　　　　　　　　　工則’　　　　工＝工’　　　　　　　　　　　　　　炸工｛

　　　　　外一1
　　　　　Σ（ろ工・4工）

　　　3　脚
　（E）　一x　　‘　工．l

　　　z　　　　・
　　　　　4、・Σわ工

（9）ある企業の人員構成が定常状態であるとき、その企業の平均残存＝勤務年数を表す算式

　として正しいものの記号を選べ。ただし、算式中の記号の意味は以下のとおりである。

・工：残存表における・歳の残存数、孔：入社年齢、4・∫㌧励：年齢が満五歳の者の総数・

4・∫二■工）：年齢が満兀歳以上の者の総凱ここに・定年年駄

（・）恥偉…・）遼二（・）恥・㌧／～）ブフ

（・）払ル　（・）恥・ヘル）フシ
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（1O）ある年金制度は、年度初に保険料Cが払込まれ、年度末に給付3が支払われ、年度

　末給付支払後の積立金がFで定常状態にある。この制度における積立金Fの水準を

　下げるため、ある年度以降の保険料を0，8・Cとした場合、年度末の積立金が0．9－Fを

　下回る年度はいつか、正しいものの記号を選べ。ただし、割引率を。，1ogu＝δとし、

　記号［G1はGを超えない最大の整数を表すものとする。

（・）［去・・。讐、1・1（・）［去・・9。ち…7，1・1（・）「去・・9。ち…7，1・1

（・）［去・・。チ、1・1（・）い・93え、1・1

（11）加入年齢方式の財政方式を採用している給与比例制の年金制度において、標準保険

　料率は変更せず基準給与を（1＋κ）倍とする制度変更を行った。この年金制度から支払

　われる給付は、脱退時の基準給与に加入年数に応じた支給倍率を乗じた額の年金給付

　である。この場合の、制度変更直後の過去勤務債務額を以下の記号およびκを用いて

　表し、所定の解答欄に記入せよ。

　U：制度変更直前の未償却過去勤務債務額、F：制度変更時の年金資産額

（12）ある企業の年金制度は、制度設立後の加入期間に基づきある乗率を用いて年金額を

　決める部分お一よび設立前の期間を通算した勤続期問に基づき別の乗率を用いて年金額

　を決める部分の合計から成り立っている。

　　この企業において、制度設立後の加入期間に基づき乗率（A）十乗率（B）を用いて年金

　額が決定される制度について計算を行ったところ、加入年齢方式の財政方式における

　標準保険料率はP、責任準備金額は㌦となった。

　　同様に、設立前の期問を通算した勤続期間に基づき乗率（A）十乗率（B）を用いて年金

　額が決定される制度において、標準保険料率はPを用いた場合の責任準備金額はんと

　なった。

　　また、標準保険料率はPを用いるが、設立前の期間を通算した勤続期間に基づき乗

　率（A）を用いて金額を決定する給付と、設立後の加入期間に基づき乗率（B）を用いて年

　金額が決定される給付を合計した退職年金制度の責任準備金額はろとなった。

　　制度設立後の加入期間に基づき乗率（A）を用いて金額が決定される給付および設立

　前の期間を通算した勤続期間に基づき乗率（B）を用いて年金額が決定される給付を合

　許した退職年金制度の責任準備金額を算出したい。算出したい制度について標準保険

　料率としてPを用いる場合の責任準備金額の算式を、κ、K、りを用いて表し、所定

　の解答欄に記入せよ。
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間題2．次の（1）～（3）について、説明文中に規定された記号（必要があればサフィックス等は適

正に変更すること）を用いて空欄に当てはまる算式を解答用紙の所定欄に記入せよ（24点）

（1）Trowbridgeモデル（定義および記号の意味はとくに断らない限り、問題1（5）と同じと

　する。）において、割引率。＝1ノ（1＋j）、x歳年金現価率δ工の記号を用いるものとする。

　単位積立方式におけるπ歳の保険料は、その時点における1年分の年金額の現価相当

　額となるので、
　　　　　　1　［重］

σ尺二（xコ）’（久）・また制度全体の保険料は

化・ O咋（土）・恥甲）

　　　一［ギー［1■じ（’÷）！たが一で、積立金は

㌃・ ?d］・享咋榊帆
このUF、σc一が極限方程式。＋a・F＝3を満たすかについて確認する。

まず、∫ρ＝τC＋「F（ここにTC、τFは退職時年金現価積立方式における保険料総額、

積立金額である。）であるから、ノ≡∫島十∫P＝∫島十Tc＋ケとおくと、

1・・ル（1・・州一1…（［憂］）一・・

ここで、aに掛かる括弧内は

［重］サ（害）・（□コ）一［■・Σ口コ・川

上式内のΣ⑧をKとし、K一じ・Kを計算してみると

・一・・一 諠Rー［1■となるから・・÷1匹コー。（’’／

したが一て・（1）式パ・・匝］・／匝］一〇（’÷）／ノ・

一厘］／o（’÷）・匡］一u（’÷）一［頭1一・

このことから、ぴC＋a、ノ＿（「C＋a．τF）＝0が示せたのでぴC＋a．ノ＝TC＋a、τCとな

り、退職時年金現価積立方式においては、極限方程式が成立しているので、

τC＋a、「C＝3であり、これからσC＋a。ノ＝3となる。したがって、ノは．単位積立方

式における極限方程式を満たす積立金額の額を与える式であることが確認でき、

ノ…∫島十∫ρからビFで置き換えた極限方程式は成立する。
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（2）定常状態の企業においてTrowbridgeモデル（保険料給与比例制度である他の定義は間

　題1（5）と同じとする。）の年金制度の諸計数が以下の記号で与えられている。

説　　　明 記号

年金者・受給待期者等の給付現価 ∫p

在職中の被保険者の将来加入員期間対応の給付現価 鴫
在職中の被保険者の全加入員期間対応の給付現価 y

将来の被保険者の給付現価 8∫

在職中の被保険者の給与現価 G。

将来の被保険者の給与現価 G∫

積立金残高 F

n年確定年金現価率 δ司

在職中の被保険者の給与総額 Σ〃

（・）加入年齢方式の場合の標準保険料率1［頭となり・過去勤務務額は

歴］であるため、。年で償却するとした場合の在職者の給与1こ比例して徴収

する特別保険料率は［重］と帆

（・）開放基金方式の財政方式を採用する場合・標準保険料率は［至コとなり・

特別保険料率は［重］と帆
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（3）Trowbridgeモデルの年金制度で、定常状態に到達しており、制度発足時の未積立債務

　の償却が終了している場合を想定して、1年間に予定どおりの財政運営が行われた場

　合の責任準備金と積立金の推移を被保険者および受給権者の年齢別に示した下表を後

　近の説明にしたがった記号を用いて埋めよ。ただし、財政方式は標準保険料を適用し

　た平準保険料方式を想定し、また1年間の推移とは、新規加入者が加入し、保険料収

　入、給付の発生する直前の時点からつぎのそれらが起こる直前までとする。

被保険者等の区分 責任準備金変動 積立金変動 損益
現在の被保険者κ≦π≦x一　　　　　　　　‘　　　　　　　　　r

① ② ③
被保険者

将来の被保険者 ④ ⑤ ⑥

受給権者
κ≦κ≦ω一1r

⑦ ⑧ ⑨

年初の積立金から生じる利息収入 一 プF ゴ・戸

合計 O O 0

∫：x歳の者の人数

∫：x歳の者の給付現価合計

P：標準保険料率

G工：x歳の者の人数現価合計

j：予定利率

x；将来加入員の加入年齢

①現在x歳の被保険者（x里≦x≦x、＿1）の責任準備金合計は、∫、一戸・G工で、1年間の時

　間が経過すると、給付がなかったので給付現価は1年間の利息分だけ増加し、収入

　現価は拠出期間が1年経過したことと割引年数の減少による変動が生じ、これらの

　差額が責任準備金の変動となる。

②積立金は保険料相当の元利合計分が増加する。

③損益は積立金変動と責任準備金変動の差である。

④翌年初以降にエ、歳で加入する被保険者の責任準備金は一年あたりの又、歳の責任準備

　金∫工＿P－G工の予定利率iでの無限級数となる。この責任準備金の1年間の変動は

　題意より1年間の利息相当分となる。

⑤積立金は形成していないので変動を与えない。

⑥損益は積立金変動と責任準備金変動の差である。

⑦x、≦x≦ω一1の年齢の受給権者の責任準備金は給付現価のみであり、給付による減

　少と割引率による変動が生じる。

⑧積立金は給付の元利合計分が減少する。

⑨損益は積立金変動と責任準備金変動の差である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金数理…一一8

間題3毎年12月22胃にそのときの満年齢がエ歳である者のみを新規被保険者とし、一定人

　数M人が一人当たり一定額の給与3円で恒常的に加入してくる保険集団を考える。被保険

　者はx＋10歳の誕生目まで制度に加入していた場合、その翌日に加入朝聞満了で脱退し、

　年金受給資格を得る。死亡脱退を含めて各年度に年金受給資格を得ずに脱退する者の数

　は加入してからの期間Cを用いて’工｛、】・g【、］＝J元、【、1・1／［11－C］（0くC≦9）、4・g、＝O

　（9くC）である。（ここに、記号同はGを超えない最大の整数を表すものとする。）

　　上述の脱退状況に基づくと、加入時から9年経過後の12月22日を迎えた被保険者全

　貝が元十10歳の誕生目の翌日に脱退し年金受給資格を得るものとなる。予定利率は’％とし、

　昇給は年1回12月22目に従前給与のろ％が上昇する。（ゴ、あは共に正の定数であり、新

　規に加入した年の12月22目は加入時の給与のままで昇給はしない。）保険料は12月22

　目の昇給後の給与に比例して同目に年1回払い込むものとする。なお、被保険者の誕生目

　は1年を通じて一様に分布しており、給付額の評価にあたっては10年目を迎えた被保険者

　全員が翌年6月22目に年金受給資格を得て脱退するものとして計算できるものとする。

　　年金受給資格を得た者は定額の年金Aを毎誕生目に終身に亘って受け取るものとし、この

　制度を1999年12月22目に発足させ、その後の運営は全て基礎率どおりであったとして、

　以下の間に答えよ。（20点）

　　（1）2004年12月22目の新規被保険者が加入した直後のこの制度の総被保険者数、給与

　　　総額を表す算式を示せ。（出題文中の記号を用い、給与総額についてはΣを用いて記述

　　　してよい。）

　　（2）2008年12月22目から2009年12月21目までに年金受給資格を得る者の年金給付

　　　現価を2008年12月22日現在の被保険者全員の2008年12月22日払込みの一1回

　　　の保険料で賄うとしたときの賦課方式の保険料率P（給与に乗じる率）を表す算式を示せ。

　　　ただし、年金受給資格を得る者の脱退時点の終身年金現価率は。、、1。である。（出題中

　　　の記号を用い、Σを用いて記述してよい。）

　　（3）この年金制度の年齢π歳の加入年齢方式での保険料率尺＝両を表す算式を示せ。（出題

　　　中の記号を用い、Σを用いて記述してよい。）

　　（4）設立当初から保険料率尺＝両で制度運営してきた場合、2009年12月22日の保険料払

　　　込み直後のこの年金制度の積立金を表す算式を示せ。（尺、両、Σを用いて記述してよ

　　　い。）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金数理・……・一9

間題4Trowbridgeモデルの給付を行う年金制度において、被保険者集団は既に定常人口状

　態になっているものとする。期初の被保険者の総数をz、脱退残存表によるx歳の被保険

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r－1
　者数を∫工、およびx歳の者の平均脱退率を1／ε工＝’工／（Σ∫、）とする。（ここに・は定年年齢）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ＝工
　この前提において以下の間に答えよ。（20点）

　（1）毎年期初にκ1歳と兀。歳で2：1の割合で新規加入があるとした場合、それぞれの年齢の

　　　新規加入者数を求めよ。

　（2）上記（1）の場合に、財政方式を加入年齢方式で運営するものとし、標準保険料率は年齢

　　X1歳の保険料率を用いるとした場合、毎年発生する後発過去勤務債務の額を示せ。ただ

　　し、κ1くX。とする。

　（3）上記（1）の場合に財政方式を総合保険料方式で運営するものとし、成熟状態に達した場

　　合の総合保険料方式保険料率の極限値を示せ。（結果の保険料率のみを答えることでよ

　　い。）

　（4）上記（1）の場合に、（2）の後発過去勤務債務を、その年の新規加入員全員に共通の特

　　別保険料率として、被保険者である期間に亘って均等に償却する料率を算式で示

　　　し、これに年齢x1歳の加入年齢方式の標準保険料率を加えたものが（3）の総合保険

　　料方式の保険料率に一致することを示せ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

（注）出題した問題文の一部（問題2　（1））において不適切な記載表現があったため、そ

　　れを訂正して問題を掲載した。なお、この不適切な記載表現の結果、正解が求まら

　　ない事態に配慮し、採点にあたっては、すべての受験者に該当股間に関し配点をし

　　た。
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年金数理解答例

問題1．

番号　（1）　（2）　（3）　（4）　（5）　（6）　（7）　（8）・（9） （10）

記号　㊤）　（E）　（A）　（D）　（B）　（C）　（D）　（A）　（A）　（D）

番号

算式

（11）

（1＋々）・σ十ガF

（12）

K〕ザーり

問題1．の正答は上記であるが、以下に略解を付す。

（1）3重脱退残存表のA事由によるx歳の脱退者数はZ工一gごであるが、

　これは’工・gゴに比べ、A事由脱退、C事由脱退に先立ってB事由

　脱退した者、A事由脱退、B事由脱退に先立ってC事由脱退した

　者に係る分だけ少ないこととなる。このカウントされなかったA

　事由脱退者数は問題文の仮定から

エン・・～川11・・r…μ÷・・∴（・｝）であ乱

　　　　1
ただし、一・2工・gご．・gグにはB事由脱退の前にC事由脱退が生じてい

　　　　2

る分が含まれるから除く必要があり、同様にC事由脱退の前のB

事由脱退も含め確率を計算すると

／ト〃・／｛㌧・「壬・1・十点・

であるから人数は／l～ざ・ハ・μ・ラ・ざ・ハ・ぺ

肌！たが一て・1は㍑／1一士・（〃）・1・㍑／！

表わされるので（B）が正解である。

（2）初期過去勤務債務の未償却分の年度末額は（100＿25）x　l．0ト77．25。

　この年度の利差損は（25＋15－O）。（0．03＿0．02）＝0．3である。また、
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　年度未の制度変更前の責任準備金は（100＋15－O）。1．03＝108．15で

　あるから、制度変更による後発廣務は108．15・O．2；2L63となる。こ

　れらの合計が決算時の過去勤務債務であるので

　77．25＋0．3＋21．63＝99．18となり、（E）が正解である。

（3）（B）および（D）は教科書理諭編（2－46）式から正しい算式である。（C）

式は教科書理論編（2－44）式から正しい算式である。（E）式は少なくと

　も一一人が生存している場合の年金で2名の連生年金の場合は（C）式

　と内容は同じとなり正しい。（A）は誤り。δ工1、＝へ一㌦である。した

がって、正解は（A）である。

（4）方法Aの場合の過去勤務債務残高は当初過去勤務債務の約O．191

　倍になっている。一方、方法Bの場合の過去勤務債務残高は約

　O．141倍となっている。したがって、（O．191／O．141＝1．3546…）だか

　ら（D）が正解である。

　　　　　　　　　　　　　み■I　．　ρ．・δ」
（5）教科書理論編（3－39）式∫ρ十Σllハ（’㌦）および年金者の給付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　D　　　　　　　　　　　　　．r＝工　・十1　　　　　　　　　　　■
　　　　　　　　　　　　ω　‘
　現価理論編（3－8）式∫ρ＝Σ4、・δ、から（B）が正解である。

　　　　　　　　　　　立一工F

（6）利率1の60歳支給開始10年保証付終身年金現価率は

三iiけ（M、。／D、、）であるから、表より

7．74214＋（17，678．1035934／4，937．9643477）＝11．32218となる。

利率ノの60歳支給開始15年保証付終身年金現価率は表より

　or…け（〃。。／D齪、）であるから

　11．71723＋（45，906．7353643／13，033．1907355）＝15．23952となる。

変更後の年金額は退職一時金資金をSとすると（S／11．71723）となる

から、変更後の年金現価は（S／11．71723）×15．23952であり、これは

変更前の年金原資（S／7．74214）×11．32218に対して0，889倍となっ

ている。したがって（C）が正解である。

（7）減少した積立金額をFとすると、この年金制度のある年度の推移

は（κ十（＝一β）・（1斗ノ）＝κ一rと表わすことができる。翌年度の推移
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　は｛F－r＋C一（8一△）｝x（1＋1）＝ブであり、Fを消去すると

　　　　　　　　　　　　　　　　ノ；一1
　（F＋C－8）x（1＋ノ）十C一（8一△）＝一より
　　　　　　　　　　　　　　　　I＋’

　　　　　　　　　　　　　’　△＝（β＿C）．（2＋ノドF．（ノ十一）だから（I））が正解である。
　　　　　　　　　　　　　1一ト’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エド1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゲΣ1工

（8）教科書実務編（2－49）式（加入者σ）平均給与）。斗．、且㍉　に加入者の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Σ（々、・4、）

　　　　　　　　　8
　平均給与として一を代入したものとなるから（A）が正解である。
　　　　　　　　　z

（9）平均残存勤務年数は、年齢別の残存勤務年数に年齢別加入員数を

乗じて、総加入員数で除したものである。満x歳の社員の残存勤務

年数は㍗／ム五であるため、全社員の年齢別残存勤務年数に年齢別加

　　　　　　　　　　■、吋、一　　　　　　　　　　　　　　　　工、・一工、一I

入員数を乗じた値はΣ（4、十パ㌃、比ノム、十ム）一Σ㌃、ムであり、平均残

　　　　　　　　　　ト。　　　　　　　　　　　　　　　　ム＝o

在勤務年数は氷ブフ1なるので（・）が正解帆

（10）極限方程式C＋小F＝o・βが成立していた。保険料が0－8・Cとなっ

た後から第C年度末の積立金をκとすると0．8・C＋a・汽．1＝o・βより

　1～’までを辺々を加え、0－8・C・oボ戸1，・・u・8・δ1＋じ’・ηとなる。ま

た、へ＝FであるからC・δ1＋戸卜。・8・o高十〇’・へとなり、式の差

0．2・C・へ＝リ㌧（＾一珂）が成立し、かつ珂＜α9・九を満足するfを求

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2・C　　　　　2・C
　めると02Cδ一〉01♂κであり、♂＞　　　　　　＿　　　　　　　／一’I　　　　（1一・）・κ・2・C・・β・C

　　　　1　　　2・C
より1・言・一・・。．。、。となり（I））が正解であ乱

（11）制度変更直前の責任準備金額〆は〆＝F＋σと書ける。制度変更

後の責任準備金額は（1＋々）v＝（1＋々）・（F＋‘ノ）と書けるから制度変

更後の過去勤務債務は、責任準備金額から年金資産額を控除した

　（1＋々）・〆一戸・・（1＋々）・（F＋σジκ＝（1＋此）・σ十ポκである。
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（12）問題中の全ての制度に関して、標準保険料収入現佃戸・Gは等しい。

期間通算される場合の給付現価をα、期間通算しない場合の給付現

価をβで適用乗率を添え手とすると、題意の3種類の制度の責任準

備金額Iは以下のとおり表わされる。

　∫て〕＝A＋夙一戸・σ　……（1）

　K＝α」十αガーlP・G　　’’一’’’（2）

　り・＝α■十β〃一P・G　　’一’’’．（3）

　求める制度の責任準備金額の算式はA＋αβ＿月一Gであるから、

　（1）十（2）一（3）で表わせるので㌦十K一りとなる。

問題2．（1）教科書P61から63参照

番号 算式

① x。’x。

②
D・δ工’　工’・

③ （ゲり／（㌃1）

④
llハ・1（・1）／（ぺ凡）1・（へ・へ／へ）

⑤ ∫い「C

⑥ xIx。

⑦ へ・δ㌦／へ

⑧

⑨ x。一 D

⑩

工。．工。

ｰ1ノ此一1
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問題2． （2）教科書P163から174参照

番号 算式

① ∫∫／G∫

②
∫ρ十∫‘’一（∫∫／σ∫）・σ。一F

③
｛∫ρ十∫㌧（∫∫／G∫）・ぴ一戸｝／（Σん3・δ刃）

④ （∫鳥十∫∫）／（G。十G∫）

⑤
ξ∫ρ十（y一∫鳥）イ1／（Σω・δ河）

問題2． （3）教科書P102から107参照

番号 算式

① 1・∫工一1・戸・σ、十（1＋j）・川工

② （1＋1）・戸・！、

③
グ戸・G一’・∫　　■　　　　　　　．t

④
∫一戸・G工　　　　　　　　．正’　　　　　　　　　　　　’

⑤ O

⑥
P・G一∫　■。　　i。

⑦ プ∫工一（1＋1）・’工

⑧ 一（1＋1）・！工

⑨ イ∫工
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問題3．

（1）与えられた脱退率から、新規被保険者の毎年12月22日の残存者

数は、N・（10－t）／10となる（tはt〈10の正の整数）。したがって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕2004年ユ2月22日における被保険者総数はΣM・（10－1）／10＝4．5・一V、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’＝O
　　　　　　ヨ
給与総額はΣM・（lOイ）ハ。・3一（1＋川。o）’となる。

　　　　　　一三〇

（2）当該年金受給資格を得る者はO．1・N人であり、これらの者の2008

年12月22日における年金現価額はO－1・M・ん（1＋川00）01’2．α工、一。と

なる。2008年12月22日現在の被保険者（保険料負担者）の給与総額

　　9
はΣM・（10－1）／10・3・（1＋川00）’となるから、賦課方式の保険料率

　　’＝o

はH・（1・川・・）㌦／薫（1・一1）…（1・川・・）’！なる。

（3）新規被保険者一人当たりの加入時点での年金現価額は

0．1．ノ。（1＋〃100）一19／2・α工、、。となり、同じく新規被保険者一人当たりの

　加入時点での給与現価は
　9
Σ（10－C）／10・β・（μあハ00）’・（1＋山00ジであるから、加入年齢方式

　仁。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ・o
　での保険料率は戸＿＝　　　　　　　　什川
　　　　　　　　　・1101　　g　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　Σ（10－1）・3・（1＋川00）1・（1＋山00）り・イ

　　　　　　　　　　　仁Ω
（4）2009年12月22日までのこの制度からの支払は2008年12月22

　日から2009年12月21日までの1年間の年金給付O．1・A・Nの支払

　だけである。したがって、積立金は当該時点までの保険料の終価

　から支払年金の終価を控除したものとなる。保険料の終価は
　　　　　　9一τ　9
　3・M・㍗、珂・ΣΣ（lO－1）ハ0・（1＋川00）’・（1＋川00）9－Hだから・

　　　　　　ll二τ；o

　3・M・尺＝両・ΣΣ（1O－1）ハ0・（1今川00）’・（1＋j／100）9－H一

　　　　　　’＝o声0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．〕・M・（1＋jハ00）I2

　である。
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　問題4．
（1）XいX。歳それぞれの年齢において求める新規加入者数を4，4とす

　ると414コ2：1と4・ε、、十ノゴε、、＝Zの連立方程式を解くと

　ノ、＝2・ム／（2、ε、．十ε五、）、4＝ム／（2．ξ、，十ε、、）となる。

（2）定常人口を仮定しているから、毎年発生する後発過去勤務債務は

　X。歳で加入する新規加入者の加入時責任準備金相当額である。

　　　　　　　　　　　　　　M　M－M・・歳の一人当たり責任準備金はすボ1．ボ⊇となるから・（1）で

　　　　　　　　　　　　　　工：　　　工1　　　『
　　　　　　　　　ム　　M，M工，一M、．
　求めた人数分の　　　　　一　　　　‘が求める過去勤務債務
　　　　　　　　2・ε　十ε　　」）　　ノV　一ノV
　　　　　　　　　工1　　　工2　　　エユ　　　　■1　　　　r

　となる。

　　　　　　M、・（2・D工，十D工、）
（3）c戸：

　　　2・D工，・（”よ、一M、）十D工、・（M工、一M、）

（4）年齢x、の加入年齢方式の標準保険料率はE戸＝M、／（〃、、＿M、）であ

　る。特別保険料率は、（2）の後発過去勤務債務を給与現価で除して

　求まる。給与現価は

　（M、、一M、）　2・ム　（MぺM。）　ム
　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　となるので、
　　’）　　　　2・ε　十ε　　　　　∠）　　　　2・ε　十ε
　　　工1　　　　　　　　　工i　　　　工：　　　　　　　　工：　　　　　　　　　工1　　　　エコ

特別保険料率を算式で表わし圧戸との合計を求めると、

　　　　　　　　　　　　　　　ム　〃、M工、イ、コ

　　　　　　　M，　　　2・ε、．十ξ、、D工、M、、一”、
　亙戸十戸’枇＝十
　　　　　　M工、一M，M．1一”・　2・ム　M・、一札　ム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　十D　　　2・ε十8

工1　　　　　　工1　　エコ
D　　2・ε十ε

工！　　　　　　il　　工：

M　M－Mr　　　工1　　　巧

・へ㌦・・、1叶汽十／1・・へ（ボ小、一・、）j

D　　　　　　D
工，　　　　　　　　　・“

　　　M、・（2・ρ正、十ρ、、）

　　　　　　　　　　　　　であり、（3）に一致する。
2・D、、・（M、、“、）・D工、・（M、、一M、）

一85一


